
平成28年度山形県主任介護支援専門員研修実施要綱
１　目　　的
介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導などケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な業務に関する知識及び技術を修得するとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりを実践できることを目的とする。
２　実施主体　　山形県
運営主体　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会
３　対 象 者　　
　　次の（１）、（２）、（３）及び（４）のすべてに該当する者
（１）　現に（※１）山形県で介護支援専門員として実務に従事している（※２）者
（２）　利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践できている者
（３）　専門研修課程Ⅰ及びⅡを修了している者

（４）　次のいずれかに該当する者

①　専任（常勤専従）の介護支援専門員として従事した期間（※３）が通算して５年（60ヶ月）以上である者（ただし、管理者との兼務は期間として算定できるものとする。）
②　平成14～17年度に実施したケアマネジメントリーダー養成研修を修了した者、又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであって、専任の介護支援専門員として従事した期間（※３）が通算して３年（36ヶ月）以上である者（ただし、管理者との兼務は期間として算定できるものとする。）
③　主任介護支援専門員に準ずる者（※４）として現に地域包括支援センターに配置されている者であって、専任（常勤専従）の介護支援専門員として従事した期間（※３）が通算して３年（36ヶ月）以上である者
④　介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者として、次の両方の要件を満たす者

ア　介護支援専門員としての実務経験が、通算して５年以上ある者
イ　山形県等が実施する介護支援専門員研修等の講師等の実績がある者
    ≪※１～４の定義等≫
※１　「現に」とは、平成28年６月30日時点の予定とする。
※２　「実務に従事している」とは、県内の①～⑦の事業所において、介護支援
専門員として就労（サービス計画の作成業務は必須）している者とする。

①居宅介護支援事業所

②特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所
③小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、認知症対応型共同生活介
護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉
施設入居者生活介護に係る地域密着型サービス事業所

④介護保険施設

⑤介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所
⑥介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活
介護に係る地域密着型介護予防サービス事業所

⑦介護予防支援事業所、地域包括支援センター
※３　「従事した期間」は、現所属のみの期間ではなく、介護支援専門員として
　　実務に携わった期間全体とする。
ただし、病気休業、産休及び育児休暇等期間は、従事した期間として認

めない。
なお、在宅介護支援センターにおける兼務期間は、介護支援専門員とし
て従事した期間につき、従事した期間として認められる。
※４　「主任介護支援専門員に準ずる者」とは、ケアマネジメントリーダー研修を修了し、介護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者である。（平成18年10月18日老計発第1018001号厚生労働省老健局計画課長通知「地域包括支援センターの設置運営について」）
４　募集定員　８０名
受講希望多数の場合は「７　受講決定」の優先要件により決定する。
５　申込方法　
必要書類　
①　様式１（受講申込書）
②　様式２（実務経験証明書）

※　地域包括支援センター用　又は　事業所用
③　様式３-1　３-２　（自立支援を包含する担当事例）

　　　※添付書類（個人情報に係わる部分は記号化或いは塗りつぶすなど配慮す

ること）
　・居宅等の場合―居宅サービス計画書　第1表から第5表

　　　　・施設等の場合―施設サービス計画書　第1、2、3又は4、5、6表

　　　　・介護予防の場合―上記計画書に準ずるもの

　　　　　（基本情報、基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ、介護予防ｻｰﾋﾞｽ・支援計画書、介護予防支　　　援経過記録（ｻｰﾋﾞｽ担当者会議の要点を含む）、介護予防ｻｰﾋﾞｽ・支援評価表）
④　様式４-１、４-２-①②③④⑤⑥7⑧⑨　（研修記録シート）

⑤　専門（更新）研修課程Ⅰ及びⅡの修了証書の写し
⑥　介護支援専門員証の写し
以上を添えて、6月7日(火)【必着】までに郵送で申し込むものとする。FAXでの申し込みは受け付けない。

なお、様式２実務経験証明書に係る証明者は地域包括支援センターの場合は市町村長、事業所の場合は法人の代表者とし、いずれも市町村長印・法人代表者印の押印が必要であること。
「受講申込書」及び「実務経験証明書」により対象者要件の確認ができない場合は
受講を認めない場合があるので、記入漏れのないよう確認すること。
６　申 込 先　　
　　　〒990-0021　山形市小白川町２-３-３１　　山形県総合社会福祉センター　内

　　　　　　　一般社団法人　山形県介護支援専門員協会
（問合せ　　　TEL 023-615-6530　　　担当　榎本）
７　受講決定
受講の可否については、6月24日（金）までに、勤務先に通知する予定である。
（上記期日までに通知がない場合は必ず6の問合せ先に連絡のこと。）

　　　なお、受講希望者が定員を超えた場合は、次の優先要件等を参考に選定する。

【優先要件等】

1 地域包括支援センターの主任介護支援専門員に準ずる者として従事している者。

（様式２　実務経験証明書備考欄にその旨の証明が必要）

2 山形県が実施する介護支援専門員に対する研修のメイン講師（演習協力者及びファシリテーターは優先要件とはしないが、参考とする）を務めたことがある者。

3 居宅介護支援事業所における特定事業所加算に係る届出書を研修修了後に届出予定の居宅支援事業所に配置されている者（１名のみの申し込み）

4 すでに特定事業所加算の指定を受けている居宅指定介護事業所に勤務している者は、応募者多数の時は受講を認めない場合がある。

5 その他応募者多数の場合は抽選による。

※　受講を決定するための審査に当たっては、事業者データと照合する等確認作業を行い、事実に反した場合受講を取り消すこともあるため、留意のうえ記入すること。

８　経　　費
　　受講料は山形県手数料条例に基づき　37,000円　とし、受講決定通知の際併せて送付する所定の用紙に、山形県収入証紙を過不足なく貼付の上、研修初日の受付時に提出すること。いったん納入された手数料は返還しない。
　　また、教材等購入の必要がある場合及び研修会場によって駐車料金が発生する場合等は受講者の負担とする。

　　
９　研修科目及び日時･会場

　　　別紙のとおりであるが、都合により変更する場合がある。

　　　
10　講師による課題の提出


　　　詳細は受講決定通知時に別途通知する。

11　研修当日に持参する物
必要がある場合は、別途通知する。

12　修了認定　
研修の全課程を受講し、修了評価で可とされた者を修了者とし、修了証書を発行す
る。

13　主任介護支援専門員研修受講修了者の活動について

本研修の修了者は、主任介護支援専門員として、所属事業所の介護支援専門員に対
して助言・指導を行う他、地域包括支援センターと連携し地域の困難事例への対応、
事例検討会等に参加するなどリーダー的な役割を担うこととなる。

また、県で実施する研修会等における講師若しくは演習等の助言者として地域の介護支援専門員に対する指導的役割について協力を求める場合がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

